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１ 水質及び自然環境保全に関する基本的な考え方 

〈大沼の概要〉 

 大沼(小沼を含む、以下同じ。)は、函館市から北へ約 20 ㎞、七飯町北部の駒ヶ岳南麓に

位置し、大沼国定公園の中心として、四季を通じて探勝、船遊び、散策等で賑わっている、

豊かな自然環境に恵まれた本道を代表する貴重な観光地である。また、ワカサギ、貝類、フ

ナ、エビ等の魚類が生息していて内水面漁業協同組合も存在し、平成 24 年 7 月にはラムサ

ール条約湿地に登録され、特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地であることが広く認

められている。 

〈大沼の水質〉 

アオコの発生等、流域からの栄養塩類の発生流入等を原因とした環境負荷の増大による水

質汚濁の進行が懸念され、有機汚濁の代表的な指標である化学的酸素要求量(ＣＯＤ)でみる

と、昭和 55 年度以降継続して環境基準を超えている。また、全リン(Ｔ－Ｐ)については、

平成 3年度、平成 5年度、平成 16 年度、平成 19 年度、平成 21 年度及び平成 23 年度に環境

基準を超えている。 
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〈保全計画の策定とこれまでの経過〉 

昭和 47 年に水質環境基準の類型指定が行われ、水質の監視がなされているが、昭和 55 年

から環境基準未達成となり、平成元年度には大沼特定環境保全公共下水道の供用が開始され

て湖水質の保全に寄与しているものの、依然としてＣＯＤに係る環境基準は達成されてない。  

平成 7年 11 月には「北海道湖沼環境保全基本指針(平成元年 10 月北海道策定)」による重

点対策湖沼に指定され、同指針の第 3 章の 3に基づき、着実な水質の改善と良好な自然環境

の保全を図るため、平成 9年 2月に第１期大沼環境保全計画を、平成 19 年 5 月には第 2期

同計画を策定し、対策を進めてきたところである。 

この間、大沼水質改善対策調査を基にして、懸濁態を除去する簡易な浄化池の設置をはじ

め下水道・浄化槽の整備、緑化の推進など、各構成機関において様々な取組を行い、その結

果ＣＯＤの値は最大値から見て半減したものの、環境基準達成にはもう１歩のところで至っ

ていない。 

 

〈基本方針〉 

 次の事項を基本方針とする。 

 

  ① 大沼の水質の現状に鑑み、水質汚濁に係る環境基準の達成を図るため、大沼の 

流域及び湖内において各種の水質保全対策を総合的かつ計画的に推進する。 

  ② 貴重な観光資源でもある大沼の豊かな自然環境や景観等の保全に配慮しながら 

大沼周辺の公園施設等の整備を進める。 

  ③ 大沼の魚類等の生態系保全のため、各種施策の推進を図る。 

 

環境を回復するのは 60％から 70％程度は効果が見えやすく時間もあまりかからないが、

残りの 30％～40％の復元は難しくそれには長期化する傾向がある。この度策定する新たな大

沼環境保全計画においては、関係機関との一層の連携を図るとともに、地域住民や民間団体

の理解と積極的な参加･協力を得て、これらの施策を着実に推進していくこととする。 

 

〈計画の期間〉 

 この計画の期間は、平成 29 年度から平成 38 年度までの 10 年間とする。 

なお、概ね 5 年を目途として、計画の再検討を行うものとする。 

これまでの対策 
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２ 環 境 保 全 目 標 

(1) 水質保全目標 

水質汚濁に係る環境基準、現況水質等を考慮して水質保全目標は次のとおりとする。 

 

水   質   項   目 目  標  値 

化 学 的 酸 素 要 求 量(COD) 3 ㎎/ℓ以下 

全      リ      ン(T-P) 0.03 ㎎/ℓ以下 

             備考 COD : 環境基準点における表層水の測定値の 75%値              

T-P : 環境基準点における表層水の年間平均値 

 

    ※ 環境基本法第 16 条(公害対策基本法(廃)第 9条)では、公共用水域の水質汚濁 

に係る環境上の条件につき人の健康を保護し及び生活環境を保全するうえで維持 

することが望ましい基準(類型)を定めることになっている。 

 大沼は昭和 47 年に COD の基準値が、昭和 62 年には T-P の基準値が、それぞれ 

北海道知事により設定(類型指定)されている。 

 

 (2) 自然環境保全目標 

大沼は、大沼国定公園内の天然湖沼であり、豊かな自然環境に恵まれた本道を代表す

る貴重な観光資源となっていることから、この良好な自然環境及び景観の維持、向上を

目標とする。 
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３ 水質保全に資する施策 

 (1) 水質保全対策事業 

  ① 湖水質等の監視 

    大沼の水質状況を把握し各種保全対策等の検討に資するため、湖水及び流入河川に

ついて、公共用水域の常時監視や関係町による水質測定を実施しており、今後も引き

続き湖水質等の監視や測定を実施する。 

    その後監視結果や測定値を流域の現場に照合し、現場の状況を把握した上で、改善

が必要であれば改善対策を実施する。 

 

  ② 特定事業場に対する監視指導の徹底 

    水質汚濁防止法に基づく特定事業場への立入検査を強化し、特定施設の適正な使用

管理や汚水処理施設の維持管理等に関して指導の徹底を図る。 

    特に、一日当たりの平均的な排出水の量が 50 ㎥以上の事業場については、採水を

伴う立入検査を強化し、排水基準の遵守を指導する。 

    また、一日当たりの平均的な排出水の量が 50 ㎥未満の事業場については、自然浄

化機能を活用した汚水処理対策の充実強化に努めるよう指導する。 

 

  ③ 水質改善対策 

   ア 農地における対策 

     大沼流域の農地から流出する耕作土等による汚濁負荷については、農地における

耕作土流出防止対策及び植生浄化型排水路等を検討、普及・実施する。 

   イ 中・下流域における対策 

     第２期計画中に整備を行った、懸濁態を除去する簡易な浄化池の増設を検討する

とともに、植栽ヨシによる自然浄化機能を活用した人口湿地拡大の事業化を推進す

る。 

   ウ 湖内における対策 

     長年湖心に堆積している底泥は、栄養塩類など汚濁物質の供給源として影響が懸

念されること、また夏場・冬場における湖心下部での貧酸素層形成の要因と考えら

れることから、湖心部での浚渫の効果必要性の検討を行う。 



5 

 

     またヨシ・ヒシに代表される水生植物には栄養塩の固定を担う事や、それに付着

する微生物が持つ浄化機能があることが実証されていることから、水草消滅の原因

を把握すると共に現時点における水生植物分布調査を行い、必要により観光や漁業

産業とのバランスを検討しながら水生植物回復事業の検討を行う。 

   エ アオコ対策 

     アオコは水温や日光、栄養塩、滞留時間、天敵の存在等の様々な条件が整うと、

光合成によってどんどん増殖していくため、上記ア～ウの栄養塩抑制対策のほか、

アオコ発生場所における滞留時間の短縮や、水面に注ぐ光を取り合う水草の利用に

ついて検討し、対策を進める。 

 

  ④ 畜産排水対策 

    平成 11 年 11 月に施行された「家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関す

る法律」により、ふん尿の野積み･素掘りを解消し、管理基準に則した適正な管理を

行うことが畜産農家に義務づけられ、堆肥舎・尿溜等の施設が整備されて約２０年近

くが経過したところであり、今後も北海道及び各町家畜排せつ物利用促進計画に沿っ

た取り組みを行う。 

   ア 家畜排せつ物管理適正化指導チームによる、法の管理基準に対応した適正な管理

指導を継続する。 

イ １戸当たりの飼養頭数が増加していることに伴い、堆肥舎等処理施設の充足状況

を調査し、不足分については補助事業による整備等を検討する。 

   ウ 堆肥舎・尿溜等の施設が未整備である畜産業を営む者には、やむを得ず整備され

るまでの間、沈殿池を設置し、下流への流出を防止する。 

エ  各農家により排出される家畜排せつ物は堆肥にして自家消費することを基本とし、

加えて農地への過剰施肥による降雨時の河川への流出を防ぐことを目的として、大

沼流域における堆肥の散布量調査を行い、余剰分については畑作農家との耕畜連携

をはじめ、バイオマス(有機物資源)の有効活用等各種対策を推進する。 
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  ⑤ 各種開発事業における環境に配慮した工法等の推進 

    大沼流域での各種開発事業の進展に伴い、降雨時等における耕作土及び土砂の流出

による大沼の水質への影響が懸念されることから、事業関係者の理解と協力を得なが

ら、耕作土及び土砂の流出抑制や環境へ配慮した工法等の導入を促進する。 

   ア 農地等の造成事業にあたっては、耕作土及び土砂流出防止等、防災対策に万全を

期すとともに、沢部等への緩衝緑地帯の残置に努める。 

   イ 林地開発許可の申請があった場合は、土砂の流出等災害の防止、水害の防止、水

の確保及び環境の保全について指導する。    

   ウ 河川改修や排水路事業等の実施にあたっては、工事中の濁水流出防止対策の徹底

を図るとともに、多自然型工法等の導入を促進するなど、流水の持つ自浄作用の確

保に努め、特に排水路については植生浄化型排水路等を検討する。 

   エ 道路工事の実施にあたっては、工事中の濁水流出防止対策の徹底を図るとともに

環境に配慮した工法の導入を考慮するものとする。 

 

  ⑥ 生活排水対策の推進 

    下水道の整備されていない地区における生活排水対策を推進するため、浄化槽設置

の促進を図るとともに、大沼の水質状況の紹介や家庭での台所排水対策の徹底を呼び

かけるパンフレット等を作成し、当該地域の住民等に配布し、各種会合やイベント等

の機会を活用し、生活排水対策の普及啓発に努める。 

 

４ 自然環境保全に資する施策 

 (1) 湖沼景観の保全 

  ① 自然景観と調和した施設等の整備 

    大沼は、大沼国定公園の中心を成す優れた自然の風景地であり、ラムサール条約登

録湿地にも指定され、１年を通して道内外から多くの人々が訪れている。平成２７年

度の観光客入込数は約１９２万人であった。 

    この大沼の持つ優れた自然環境及び風致景観を適切に保護し、快適な利用を促進す

るため、大沼周辺においては自然公園法等の関係法令や｢大沼国定公園管理指針(平成

18 年 3 月北海道策定)｣やワイズユース(賢明な利用)の考えを基に、自然と観光の調和

に配慮した公園施設等の整備を進める。 
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  ② 緑化の推進 

   大沼流域における裸地等については、地権者、地域住民及び関係団体などの理解と

協力を得ながら、大沼の自然環境に配慮した草本類や木本類の緑化を推進するととも

に、街路樹や河畔林等の整備に努める。 

 

  ③ 森林の保全 

    大沼の良好な環境を維持するためには、流域の森林が持つ水資源のかん養や国土保

全等の公益的機能を維持向上させることがきわめて重要である。 

    このため、森林所有者に対して森林の適正な管理を促すとともに、貴重な天然林や

人工林の整備・保全に努める。 

    また、伐採跡地等の無立木地の植林を促進するほか、開発行為等に伴う森林の伐採

については必要最小限に留めるよう指導する。 

 

  ④ 不法投棄の監視徹底 

    大沼流域における廃棄物の不法投棄を防止するため、道南地域廃棄物不法処理対策

戦略会議と連携を図りながら、定期パトロール等による監視を行うとともに、地域住

民等に対する不法投棄の防止の普及啓発に努める。 

 

 (2) 魚類等の生態系の保全 

   ① 魚類等の生息環境の保全 

   大沼には、ワカサギ、コイ、フナ、エビなどの魚類等が生息しており、近年、その産

卵場所等として利用されている湖岸等の水草が減少しているため、産卵場所等の整備を

行うとともに、水草再生に向けた取組を推進し、魚類等の生息環境の保全を図る。 

   ② 外来種に対する対策 

   大沼は多様な動植物が生息しているが、近年は、特定外来種であるウシガエルやオオ

ハンゴンソウを始めとする、外来性の生き物による既存の生態系への攪乱や破壊が進ん

でいる。外来種への対策やシンポジウム、研究者への協力を行い、生態系の保全に努め

る。 
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５ 地域住民等との連携・協働による取組の推進 

 (1) 地域ぐるみの実践活動 

  ① 住民等との協働による活動の推進 

    地域住民等と一体となった大沼の環境保全対策を促進するため、湖周辺の流入河川

や湖畔の清掃活動、植樹、外来種対策など、住民等との協働による実践活動を推進す

る。 

 

  ② 地域主体の取組への支援 

大沼の水質保全に向けた民間団体や学校等による自主的な各種活動を促進するため、

情報提供等必要な支援を行う。 

 

 (2) 普 及 啓 発 

  ① シンポジウムの開催等 

    大沼の環境保全対策の推進にあたっては、関係機関の連携と地域住民等の理解と協

力を得ることが大切なことから、大沼の環境保全をテーマとするシンポジウム等を開

催する。 

  

  ② 自然保護思想の普及 

    自然保護監視員、鳥獣保護管理員等により、大沼国定公園周辺の巡視などを行うと

ともに、インターネット等を活用し地域住民や来訪者に対し、大沼に関する自然保護

思想の意識向上に努める。 

    また、大沼周辺において自然観察会等を開催するとともに、それらの行事のリーダ

ーとなる自然解説員などの人材の育成を図る。 

    さらに、ワイズユースの考えを基に様々な活動の出来る人材の育成も図る。 

 

  ③ 環境学習の推進 

    次の世代を担う子供達を対象に、大沼周辺をフィールドとして、大沼の自然にふれ

あいながら環境保全を学ぶための学習会や植樹活動を実施する。 

    また、普段自然にあまり触れることのない大人たちを対象に、大沼周辺をフィール

ドとし、大沼や自然の魅力を認識・再発見するような活動を実施する。 
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  ④ SNS 等での積極的な情報発信 

    大沼の自然を始めとする魅力ある風景を SNS を通じて発信し、大沼の魅力を世代や

国を超えてアピールし、大沼を訪れるきっかけを提供する。 

 

  ⑤ 自然と調和した観光の整備 

    ワイズユースの視点を基に、自然と調和した観光の形を形成する。観光のために自

然に手を加えるのではなく、今ある自然を活かしたエコツアーやアクティビティを創

造し、情報発信を行う。 
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大沼環境保全計画の骨子 

 

 

 

 

・湖水質等の監視 

                                                   ・特定事業場に対する監視指導の徹底 

                                                   ・水質改善対策 

                                                   ・畜産排水対策 

                                                   ・各種開発事業における環境に配慮した 

工法等の推進 

                                                   ・生活排水対策の推進 

                                                    

                                                   ・自然景観と調和した施設等の整備 

                                                   ・緑化の推進 

                                                   ・森林の保全 

                                                   ・不法投棄の監視徹底 

 

                                                   ・魚類等生息環境の整備 

                                                   ・外来種に対する対策 

                                                    

                                                   ・住民等との協働による活動の推進 

                                                   ・地域主体の取組への支援                                                

 

                                                   ・シンポジウムの開催等 

                                                   ・自然保護思想の普及 

                                                   ・環境学習の推進 

                                                   ・SNS等での積極的な情報発信 

                                                   ・自然と調和した観光の整備 

 

水質及び自然環境の保全に関する 

基 本 的 な 考 え 方 

魚 類 等 の 

生 態 系 の 保 全 

地域ぐるみの実践活動 

普 及 啓 発 

湖 沼 景 観 の 保 全   

水 質 保 全 対 策 事 業 

地域住民等との連携・協働 

に よ る 取 組 の 推 進 

自然環境保全に資する施策 

水質保全に資する施策 
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大沼環境保全対策協議会設置要綱 

 

（目 的） 

第１条 北海道湖沼環境保全基本指針に基づく重点対策湖沼に指定された大沼の環境保全に

係る各種施策の整合性を確保し、総合的、計画的に対策を推進するため、大沼環境保全対

策協議会(以下｢協議会｣という。)を設置する。 

 （所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

 (1) 大沼環境保全計画の策定に関すること 

 (2) 大沼環境保全計画の推進に関すること 

 (3) その他大沼環境保全計画に関する必要なこと 

 （構 成） 

第３条 協議会は、別表第１に掲げる機関をもって構成する。 

２ 協議会は、会長及び委員をもって組織し、会長は七飯町副町長をもって充て、委員は別

表第１に掲げる職にあるものを充てる。 

 （会 議） 

第４条 協議会は、会長が招集し、これを主宰する。 

２ 協議会には、必要に応じ、委員以外の者の出席を求めて意見を聴くことができる。 

 （幹事会） 

第５条 協議会に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、代表幹事及び幹事をもって構成する。 

３ 代表幹事は、七飯町民生部環境生活課長をもって充て、幹事は、別表第２に掲げる職に

ある者を充てる。 

４ 幹事会は、協議会の所掌事項に関する事務の連絡調整及び必要と認める事項の協議を行

うものとする。 

５ 幹事会は、代表幹事が招集し、これを主宰する。 

６ 幹事会には、必要に応じ、幹事以外の者の出席を求めて意見を聴くことができる。 

 （庶 務） 

第６条 協議会の庶務は、七飯町民生部環境生活課において処理する。 

 （その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定め

る。 

 附 則  この要綱は、平成８年２月 19 日から施行する。 

 附 則  この要綱は、平成８年５月 24 日から施行する。 

 附 則  この要綱は、平成８年８月２日から施行する。 

 附 則  この要綱は、平成９年７月 11 日から施行する。 

 附 則  この要綱は、平成 11年２月 26 日から施行する。 

 附 則  この要綱は、平成 19年５月 29 日から施行する。 

 附 則  この要綱は、平成 19年 10 月 26 日から施行する。 

 附 則  この要綱は、平成 20年９月 25 日から施行する。 

 附 則  この要綱は、平成 21年４月 24 日から施行する。 

 附 則  この要綱は、平成 22年６月 25 日から施行する。 

 附 則  この要綱は、平成 23年４月 25 日から施行する。 

 附 則  この要綱は、平成 27年９月 30 日から施行する。 

 附 則  この要綱は、平成 29年６月 26 日から施行する。 
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別表第１ 

機   関   名 職     名 

北 海 道 開 発 局 函 館 開 発 建 設 部  技術管理課長 

渡 島 総 合 振 興 局 

 地域創生部地域政策課長 

保健環境部環境生活課長 

保健環境部環境生活課主幹 

 産業振興部農務課長 

 産業振興部農村振興課長 

 産業振興部林務課長 

 産業振興部水産課長 

 函館建設管理部用地管理室維持管理課長 

 函館建設管理部事業室地域調整課長 

 函館建設管理部事業室治水課長 

七 飯 町 

 総務部政策推進課長 

民生部環境生活課長 

経済部農林水産課長 

経済部土木課長 

経済部商工観光課長 

森 町 
環境課長 

住民生活課長 

鹿 部 町 
水産経済課長 

民生課長 

大 沼 漁 業 協 同 組 合 組 合 長 

Ｊ Ａ 新 函 館 農 業 協 同 組 合  農業振興部酪農畜産課長 

(一社)七飯大沼国際観光コンベンション協会  代表理事 

大 沼 ラ ム サ ー ル 協 議 会  会 長 

 

別表第２ 

機   関   名 職     名 

北 海 道 開 発 局 函 館 開 発 建 設 部 

 技術管理課技術管理主任 

 工務課工務専門官(保全) 

 農業開発課上席専門官(施設保全) 

 土地改良情報対策官付農業調査専門官 

渡 島 総 合 振 興 局 

 地域創生部地域政策課地域政策係長 

 保健環境部環境生活課地域環境係長 

 産業振興部農務課主査(生産振興） 

 産業振興部農村振興課主査(農村振興) 

 産業振興部林務課森林整備係長 

 産業振興部水産課主査(漁業振興) 

 函館建設管理部用地管理室維持管理課主査(河川管理) 

 函館建設管理部事業室地域調整課企画調整係長 

 函館建設管理部事業室治水課主査(河川) 

 函館建設管理部事業室治水課主査(防災) 

 函館建設管理部事業室事業課主査(河川第二) 

七 飯 町 

 総務部政策推進課地域活性係長 

民生部環境生活課自然環境係長 

経済部農林水産課農水振興係長 

経済部農林水産課農林施設整備係長 

経済部土木課道路係長兼河川係長 

経済部商工観光課観光係長 

森 町 
環境課業務第三係長 

住民生活課住民生活係長 

鹿 部 町 
水産経済課係長 

民生課係長 

大 沼 漁 業 協 同 組 合 組 合 長 

Ｊ Ａ 新 函 館 農 業 協 同 組 合  農業振興部酪農畜産課主査 

(一社)七飯大沼国際観光コンベンション協会  環境とまちづくり委員長 

大 沼 ラ ム サ ー ル 協 議 会 会 長 

 


